Ⅱ　様式８


年　　月　　日

静岡県知事　氏　　　　名　様

所 在 地

法 人 名

理 事 長　氏　　　　名　

目的変更認可申請書
○○学校の目的を変更したいので、学校教育法第130条第１項の規定により認可を受けたく関係書類を添えて申請します。

[添付書類]

１　目的変更要項（様式８の１）

２　学則（変更前及び変更後）

３　施設設備調書（作成例22）

４　校舎明細表（作成例23）

５　校地校舎等の整備の内容を明らかにする図面

①位置及び校地の状況を明らかにする図面

②校舎その他建物の配置図

③校舎の平面図

６　学級編制表（作成例24）

７　教職員組織表（作成例25）

８　教職員名簿（作成例26）及び教職員人件費内訳表（作成例27）

９　教職員別担当時間数表（作成例28）

10　創立費調書（作成例19）

11　変更後３年間の事業計画書及び収支予算書(作成例18)

12　設置する学校に係る不動産の権利の所属についての登記所の証明書類等（作成例16）
13　法人の理事会及び評議員会の議事録の写し

14　寄附行為及び登記事項証明書

【概要】

・専修学校は、その設置基準において、専修学校の目的に応じた分野の区分ごとに教育上の基本となる組織を置くものとされている。

・目的の変更とは、「目的の文言の変更のほか、目的に応じた分野の変更又は新設を含むものである」とされており、既存の分野と異なる新たな分野の学科を設置する場合や学科を廃止することで分野に属する学科がなくなる場合等には、目的の変更となるため認可が必要となる。また、通信制の教育を新たに行う場合（通信制の学科を新設する場合）にも、認可が必要となる。

・なお、学科設置時等における分野の判断は、学校基本調査の手引（文部科学省）において示されている「専修学校の学科及び各種学校の課程のコード表」を参考にすること。

【根拠法令】

・学校教育法第130 条第１項

【留意事項】

１　専修学校が目的の変更を行う場合に作成すること。

２　提出部数は２部

３　設置計画の承認にあっては、「申請書」を「計画書」とし、「学校教育法第130条第１項の規定により認可を受けたく関係書類を添えて申請します。」を「関係書類を添えて提出します。」とすること。
（変更する目的の内容に応じた分野の新設、変更又は廃止を伴わない場合は以下のとおり）

１　目的変更要項（様式８の１）

２　学則（変更前及び変更後）

３　校舎明細表（作成例23）

４　校地校舎等の整備の内容を明らかにする図面

①位置及び校地の状況を明らかにする図面

②校舎その他建物の配置図

③校舎の平面図

５　法人の理事会及び評議員会の議事録の写し

６　寄附行為及び登記事項証明書

（夜間において授業を行う学校は以下を添付する）
照度証明書

（個人立の場合は以下を添付する）
設置者の住民票、印鑑登録証明書及び誓約書（作成例10）

